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平成２７年度決算における尾花沢市の財務書類（普通会計）について 

（平成２８年３月３１日現在） 

【はじめに】 

 尾花沢市では、平成２７年度決算に基づき、一般会計をベースとする普通会計の財務書類として、「貸

借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務４表を作成しました。 

 これまでは、平成１２年３月に総務省から公表された「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調

査研究報告書」に基づいて、平成１２年度より「貸借対照表（バランスシート）」を作成してきました。

その後、平成１８年８月に総務事務次官より示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

ための指針の策定について」において、都道府県、人口３万人以上の都市は平成２１年度までに、町村、

人口３万人未満の都市は平成２３年度までに、「新地方公会計制度研究報告書」に基づいた公会計の整備

が求められ、財務４表の整備または４表作成に必要な情報の開示に取り組むこととしています。 

 そこで、「新地方公会計制度研究会報告書」に示されている、「総務省方式改訂モデル」の作成要領に

基づいて、平成２２年度決算から「普通会計」における４つの財務書類を作成し、公表しております。 

 この財務書類の作成、公表により、財政の透明性を高め、当市が保有する財産の現況や市債残高など

の負債に関する情報を正確にとらえ、資産・債務の管理や行政運営に有効に活用することで、財政の効

率化、適正化を図ってまいります。 

 

 

Ⅰ．作成した財務書類 

 総務省方式改訂モデルにより作成した財務４表は、以下のとおりです。 

 

・ 貸借対照表 

市がどれだけの資産や債務を保有しているかを示したもの。 

 

・ 行政コスト計算書 

行政サービスの提供に伴う費用などを示したもの。 

 

・ 純資産変動計算書 

貸借対照表における純資産がどのように増減したかを示すもの。 

 

・ 資金収支計算書 

現金の流れを示すもので、経常収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支に区分して必要な資金

を示したもの。 
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Ⅱ．財務４表の相互関係 

 財務４表における各財務書類間の相互関係は以下のとおりです。 

 

 

Ⅲ．普通会計の財務書類の概要 

１ 貸借対照表 

  貸借対照表は、市がどれだけの資産や債務を保有しているかを示したもので、「資産の部」の資産

形成に対する財源として、今後の負担である「負債の部」とこれまでの負担である「純資産の部」か

ら成っています。 

（１）資 産 

資産の合計は、約４１５億１千万円で、その大部分を占めるのが土地や建物などの「公共資産」で

約３７３億円６千万円となりますが、これは昭和４４年度以降の普通建設事業費の累計から算出した

額です。 

① 公共資産 

 公共資産とは、市が長期間にわたってサービスを提供するために所有している土地や建物などの資

産です。 

 公共資産の目的別の内訳は、「生活インフラ・国土保全」に関する資産が約１７６億４千万円とな

り、公共資産全体の４７．２％を占めています。次いで、「教育」に関する資産が約９６億９千万円

期首純資産残高 
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（２５．９％）、「産業振興」に関する資産が約４６億８千万円（１２．５％）、「総務」に関する資産

が約２５億３千万円（６．８％）、「消防」に関する資産が約１７億3千万円（４．６％）などとなっ

ています。 

 前年度と比較し資産額が減少していますが、これは、既存施設の減価償却費が新たな資産取得を上

回っているためです。また、「消防」において、防災行政無線及び高機能消防指令センターが整備さ

れたため資産の上昇に繋がっております。 

 

② 投資等 

投資等には、株式会社尾花沢市ふるさと振興公社をはじめとする各種関係団体などに対する出資金

や、特定の目的のために積み立てている基金などがあります。 

投資等の内訳としては、投資及び出資金が約２億１千万円、貸付金が約２億円、特定目的基金が約

１７億３千万円、長期延滞債権（１年以上未納となっている債権、主に市税などの滞納分）が約６，

３００万円など、投資等の合計額は約２３億１千万円となります。 

 その他特定目的基金の増などにより、前年比約２億１千万円の増加となりました。 

 

③ 流動資産 

 流動資産とは、財政調整基金や減債基金などの預金のほか、歳計現金（歳入歳出差引額）、市税な

どの未収金といった流動性の高い資産が含まれます。 

 財政調整基金が約８億６千万円、歳計現金が約９億１千万円など、流動資産を合計すると約１８億

３千万円となります。 

 財政調整基金及び歳計現金の増などにより、流動資産合計で約２億５千万円の増加となりました。 

 

（２）負 債 

負債は、資産形成のために投入された財源のうち、今後支払う必要がある債務で、その合計は、約

１３９億８千万円となり、そのほとんどが地方債です。固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度

償還予定地方債」を合わせると、市の借金である地方債は約１１０億７千万円となります。 

負債合計では、防災行政無線及び高機能消防指令センターの整備などにより、前年度と比較して約

２億７千万円の増加しております。 

① 固定負債 

 固定負債とは、資産形成のために市が借り入れた地方債などで、翌々年度以降に支払うものを表し

ます。市の借金である「地方債」が約９８億２千万円、（株）尾花沢市ふるさと振興公社の指定管理

料などの債務負担行為によるものが約５億円、年度末に全職員が退職した場合に必要となる退職手当

支給見込み額である「退職手当引当金」が約２１億円など、その合計は約１２４億２千万円となりま

す。 

 

② 流動負債 

 流動負債とは、資産形成のために市が借り入れた地方債などで、１年以内に支払うものを表します。
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「翌年度償還予定地方債」が約１２億６千万円、翌年度支払予定の債務負担行為に係る「未払金」が

約８億４千万円など、その合計は、約２１億９千万円となります。 

（３）純資産 

純資産は、資産の形成等に要した財源のうち、国や県からの補助金や市税といったこれまで既に負

担されていて今後返済の必要がない資産を表します。資産から負債を差し引いた純資産の合計は、約

２７５億３千万円となり、公共資産の整備にあてた国県の補助金や市税などの一般財源の合計となり

ます。  

 



- 5 - 

２ 行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、1 年間の行政サービス（資産の形成に係る費用を除いたもの）を提供するた

めに要した費用を表します。 

平成２７年度の行政コストの総額は約９２億４千万円となります。 

 

（１）経常行政コスト 

① 性質別行政コスト 

 行政コストを性質別に見ると、社会保障給付費などの「移転支出的なコスト」が約５１億５千万

と最も多く、次いで物件費などの「物にかかるコスト」が約３４億７千万円、人件費などの「人に

かかるコスト」が約１８億４千万円となっております。 

  

② 目的別行政コスト 

 行政コストを行政サービスの目的別に見ると、最も多いのが、「福祉」で約２６億６千万円（行政

コスト全体の２６．０％）となります。次いで、「産業振興」が約２３億３千万円（同２２．９％）、

「総務」が約１５億８千万円（同１５．５％）、「生活インフラ・国土保全」が約１３億７千万円（同

１３．４％）などとなっております。 

 

（２）経常収益 

市は利益の獲得を目的としておりませんが、行政サービスの対価として経常的に得られる収益があ

ります。内訳として、施設の利用にかかる料金や証明書などの発行に係る料金といった「使用料や手

数料」が約１億円、「分担金・負担金・寄付金」が約８億８千万円となっております。 

「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いた「純経常行政コスト」は、約９２億4千万円と

なり、この分は市税や地方交付税などの収入で賄われます。 
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３ 純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表における純資産がどのように増減したかを表すものです。純資産

を構成する「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」、「資

産評価差額」が、どのような要因で増減したかを見ることができます。 

平成２７年度における「期首純資産残高」は、約２７３億４千万円でした。「経常行政コスト」に

約９２億４千万円の費用を要しておりますが、「地方税」約１６億７千万円、「地方交付税」約５１億

７千万円、国や県の補助金等の「補助金等受入」約１９億２千万円の収入を受け入れた結果、「期末

期首残高」は約１億１千万円増の約２７５億３千万円となっています。 
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４ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、資金の流れを表すもので、経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支

の3つの行政活動に区分して見ることができます。 

なお、一般的に、「経常的収支の部」の余剰金で、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支

の部」の赤字を補てんするという関係になります。 

 

（１）経常的収支の部 

経常的収支では、毎年経常的に行われる行政活動に係る収支を計上しています。 

支出については、「人件費」が約２０億円、「補助金等」が約１９億５千万円、「社会保障給付費」が

約１３億７千万円など、総額で８１億１千万円となります。 

収入については、「地方税」が約１６億５千万円、「地方交付税」が約５１億７千万円、「国県補助金

等」が約１３億６千万円など、総額で１０４億７千万円となります。 

その結果、収支額は約２３億６千万円の資金剰余となります。 

 

（２）公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支では、公共資産の整備に係る費用とその財源に係る収支を計上しています。 

支出については、「公共資産整備支出」が約１２億７千万円、「公共資産整備補助金等支出」が約５

億２千万円など、総額で約１９億円となります。 

収入については、「国県補助金等」が約５億５千万円、「地方債発行額」が約１０億円など、総額で

約１６億２千万円となります。 

その結果、収支額は約２億８千万円の資金不足となります。 

 

（３）投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支では、地方債の償還などの支出や貸付金の回収額などに係る収支を計上していま

す。 

支出については、「地方債償還額」が約１２億７千万円、「基金積立額」が約１１億３千万円、貸付

金が約１億３千万円など、総額で２７億５千万円となります。 

収入については、「貸付金回収額」が約１億６千万円など、総額で約７億３千万円となります。 

その結果、収支額は約２０億２千万円の資金不足となっています。 

 

これらの収支額から、経常的収支の資金剰余額約２３億６千万円を、公共資産整備収支約２億８千

万円、投資・財務的収支の約２０億２千万円の資金不足額に充てた結果、約５千万円の黒字となり、

前年度の歳計現金残高約８億６千万円とあわせて、平成２６年度末の現金残高は、約９億１千万円と

なりました。 

 


